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バランスシートの変化を全産業ベースでみると、98 年度から 2002 年度にかけての 5 年間
で、短期借入金が 43 兆円、社債を含む長期借入金は 85 兆円もの減少となった。一方、資産







ら 99 年度で 35 兆円、




























機関の貸出の減少として現れる。国内銀行ベースの貸出残高の推移をみると、96 年 3 月末の






































































































































題なのかもしれない。また、資本金が 1 億円から 10 億円までの中堅企業における過剰債務
は、93 年度末に 30 兆円にも達した。しかし、その後リストラチャリングが進捗し、過剰債
務は 11 兆円と 3 分の 1 までに減少し、ピーク時の債務残高の１割強と財務状況は一段と改
善をみせている。 
しかし、資本金 1 億円以下の中小企業は大きく様相を変え、未だ過剰債務の負担にあえぎ、















資本金 過剰債務 時期 借入残高 過剰債務
10百万円以下 50.9 94年度末 85.8 27.9
10百万～1億円 186.6 98年度末 292.1 100.3
１～10億円 30.5 93年度末 85.7 11.2




いている。また、資本金 10 百万円から 1 億円までの中小企業では、長期借入が高どまるな
ど債務の多さが大きな障壁となっている点を指摘することができる。ただ、資本金 1 億円以
下の企業は 90 年の商法改正により、最低資本金が引き上げられ、多くの株式会社が資本金
を 97 年度にかけて段階的に引き上げられたこともあり、資本金 10 百万円以下の企業から、
資本金 10 百万円から 1 億円の企業に移動し、資本金 10 百万円から 1 億円の企業の割合が急
激に上昇した要素を別途考える必要がある。 
 
注２:償還能力算定に用いる年数は 5 年としたが、ベースとなる減価償却費及び経常利益を過去 5 年の累






















































































90年代の過剰ピーク 2002年 90年代の過剰ピーク 2002年
過剰 年度 総借入 度末過 過剰 年度 総借入 度末過
債務 残高 剰債務 債務 残高 剰債務
製造業 -3.4 94 151.9 -24.0 非製造業 260.5 98 519.0 128.8
鉄鋼 2.9 98 10.3 2.1 不動産 126.9 98 145.5 45.2
木材 2.5 94 3.6 1.2 卸小売 97.2 94 166.2 56.9
衣服 2.3 95 4.5 0.6 サービス 49.1 95 129.0 10.2
繊維 2.1 94 6.5 2.9 電力 12.8 96 29.8 8.5
金属 2.0 98 8.9 2.3 建設 9.6 99 47.3 7.5
輸送機器 -4.2 94 10.2 -8.0 運輸通信 6.3 94 37.8 -0.5
化学 -5.0 93 14.6 -10.8 ガス水道 0.3 96 2.3 -0.6

















3 月末はバブル経済が始まる直前期、96 年 3 月末は貸出残高のピーク前後の時期、そして至
近時点という 3 期間に分け、また地域は財務省の地方局の領域に区分してある注３。そして、




まず、96 年 3 月末までの飛び上がり率をみると、多少のでこぼこはあるが概ね 50 から 60
の間にあり、貸出の増加はほぼ全国一律に実施されたと考えてよかろう。ただ、総じて北海
道、関東、近畿が貸出増加の飛び上がり率が高く、それだけ後遺症が残っている可能性が高
い。実際、北海道、関東、近畿における至近時点の水準は、96 年 3 月末に比べて落ち込みが
厳しく、とりわけ北海道の場合ピーク時点の 8 割以下にとどまっている。大都市圏と地方と




















































































年度 過剰債務 過剰比率 年度 過剰債務 過剰比率
北海道 2000 近畿 2000
2001 0.59 29.52 2001 -1.45 -3.68
2002 0.15 8.43 2002 -2.01 -5.44
2003/9 0.15 8.91 2003/9 -5.62 -17.03
東北 2000 中国 2000
2001 1.17 23.43 2001 0.27 6.11
2002 1.11 24.43 2002 0.12 2.95
2003/9 2003/9 0.05 1.32
東京 2000 -21.33 -17.65 四国 2000
2001 -9.57 -7.67 2001 -0.53 -31.98
2002 -13.73 -11.41 2002  
2003/9 -15.34 -12.62 2003/9 -0.79 -47.54
北陸 2000 福岡 2000
2001  2001 0.57 10.37
2002 0.46 20.05 2002 0.32 6.00
2003/9 0.25 11.87 2003/9 -0.29 -6.27
名古屋 2000 九州 2000
2001 -6.97 -58.53 2001 0.11 26.85
2002  2002 -0.39 -114.74


























2002年度末で不良債権比率が高い地域は、福岡が 9.9％、北海道、北陸が 9.5％、関東 9.2％、






北海道 東北 関東 北陸 名古屋 近畿 広島 四国 福岡 南九州
1998年度 5,264 6,356 33,421 2,128 9,080 10,932 5,212 3,764 7,339 1,964
比率 7.7 5.1 7.7 5.3 4.5 7.7 4.6 3.3 8.2 2.8
1999年度 4,117 8,797 44,056 7,580 10,788 27,921 8,719 5,290 8,992 4,836
比率 6.1 5.8 9.1 8.3 4.9 14.1 5.5 4.4 7.1 5.8
2000年度 4,608 10,321 47,005 9,494 12,914 16,721 8,324 6,919 14,075 5,352
比率 6.7 6.9 9.9 10.6 5.9 8.6 5.3 5.9 11.8 6.4
2001年度 6,068 12,415 46,465 10,519 14,747 17,905 9,017 7,726 12,745 5,457
比率 9.4 8.4 10.0 11.9 6.8 9.4 5.7 6.6 10.8 6.4
2002年度 6,148 12,036 42,315 8,084 14,377 16,871 11,722 9,236 12,010 5,235
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